（別表３）
実施計画の内容
	番号
	計　　画

	
	実　施　項　目（実 施 者）
	実 施 時 期

	
	当　初
	実績見込(予定)
	当　初
	実績見込(予定)

	１年目
	
	
	
	
	

	
	
	
	
	
	

	
	
	
	
	
	

	
	
	
	
	
	

	
	
	
	
	
	

	
	
	
	
	
	

	２年目
	
	
	
	
	

	
	
	
	
	
	

	
	
	
	
	
	

	
	
	
	
	
	

	
	
	
	
	
	

	
	
	
	
	
	

	３年目
	
	
	
	
	

	
	
	
	
	
	

	
	
	
	
	
	

	
	
	
	
	
	

	
	
	
	
	
	

	
	
	
	
	
	



（別表４－１） 中小企業者の売上・経営計画（名称：       ）

（１）農商工連携新商品等開発推進事業に係る売上計画             （単位 千円）
	
	直近期末
	１年後(  年  月期)
	２年後(  年  月期)
	３年後(  年  月期)

	
	(  年  月期)
	当初
	実績
	当初
	実績
	当初
	実績

	①売上高
	
	
	
	
	
	
	

	②売上原価
	
	
	
	
	
	
	

	③売上総利益(①－②)
	
	
	
	
	
	
	

	④販売費及び一般管理費
	
	
	
	
	
	
	

	⑤営業利益　(③－④)
	
	
	
	
	
	
	


（２）事業者全体での売上・経営計画                      （単位 千円）
	
	直近期末
	１年後(  年  月期)
	２年後(  年  月期)
	３年後(  年  月期)

	
	(  年  月期)
	当初
	実績
	当初

	実績
	当初
	実績

	①売上高

	
	
	
	
	
	
	

	②当該事業の売上高比率
((1)①÷(2)①の直近期末)
	
	
	
	
	
	
	

	③売上原価
	
	
	
	
	
	
	

	④売上総利益(①－③) 
	
	
	
	
	
	
	

	⑤販売費及び一般管理費
	
	
	
	
	
	
	

	⑥営業利益(④－⑤) 
	
	
	
	
	
	
	

	⑦営業外収益
	
	
	
	
	
	
	

	⑧営業外費用
	
	
	
	
	
	
	

	⑨経常利益(⑥＋⑦－⑧)
	
	
	
	
	
	
	

	⑩人件費
	
	
	
	
	
	
	

	⑪設備投資額
	
	
	
	
	
	
	

	⑫減価償却費
	
	
	
	
	
	
	

	⑬付加価値額(⑥＋⑩＋⑫)
	
	
	
	
	
	
	

	⑭従業員数
	
	
	
	
	
	
	

	⑮一人あたりの
付加価値額(⑬÷⑭) 
	
	
	
	
	
	
	


＜各指標の算出式＞
「経常利益」：営業利益＋営業外収益－営業外費用（支払利息、新株発行費等）
「付加価値額」：営業利益＋人件費＋減価償却費
「一人あたり付加価値額」：付加価値額÷従業員数
「営業利益」：売上総利益（売上高－売上原価）－販売費及び一般管理費
＜付加価値額等の算出方法＞
人数、人件費に短時間労働者、派遣労働者に対する費用を参入しましたか。（はい・いいえ）減価償却費にリース費用を参入しましたか。（はい・いいえ）
従業員数について就業時間による調整を行いましたか。（はい・いいえ）
（注）計画期間に合わせて記入すること。
認定を受けようとする中小企業者、農林漁業者毎に作成し、３者以上の連携の場合には、欄を繰り返し設けて記載すること。
２年後・３年後の実績のない企業については、当初の欄のみ記入し、実績の欄には斜線を引くこと。
（別表４－２） 農林漁業者の売上・経営計画（名称：       ）
（１）農商工連携新商品等開発推進事業に係る売上計画              （単位 千円）
	
	直近期末
	１年後(  年  月期)
	２年後(  年  月期)
	３年後(  年  月期)

	
	(  年  月期)
	当初
	実績
	当初
	実績
	当初
	実績

	①売上高
	
	
	
	
	
	
	

	②売上原価
	
	
	
	
	
	
	

	③売上総利益(①－②)
	
	
	
	
	
	
	

	④販売費及び一般管理費
	
	
	
	
	
	
	

	⑤営業利益　(③－④)
	
	
	
	
	
	
	


	（２）事業者全体での売上・経営計画                      （単位 千円）

	直近期末
	１年後(  年  月期)
	２年後(  年  月期)
	３年後(  年  月期)

	
	(  年  月期)
	当初
	実績
	当初

	実績
	当初
	実績

	①売上高

	
	
	
	
	
	
	

	②当該事業の売上高比率
((1)①÷(2)①の直近期末)
	
	
	
	
	
	
	

	③売上原価
	
	
	
	
	
	
	

	④売上総利益(①－③) 
	
	
	
	
	
	
	

	⑤販売費及び一般管理費
	
	
	
	
	
	
	

	⑥営業利益(④－⑤) 
	
	
	
	
	
	
	

	⑦営業外収益
	
	
	
	
	
	
	

	⑧営業外費用
	
	
	
	
	
	
	

	⑨経常利益(⑥＋⑦－⑧)
	
	
	
	
	
	
	

	⑩人件費
	
	
	
	
	
	
	

	⑪設備投資額
	
	
	
	
	
	
	

	⑫減価償却費
	
	
	
	
	
	
	

	⑬付加価値額(⑥＋⑩＋⑫)
	
	
	
	
	
	
	

	⑭従業員数
	
	
	
	
	
	
	

	⑮一人あたりの
付加価値額(⑬÷⑭) 
	
	
	
	
	
	
	


＜各指標の算出式＞
「経常利益」：営業利益＋営業外収益－営業外費用（支払利息、新株発行費等）
「付加価値額」：営業利益＋人件費＋減価償却費
「一人あたり付加価値額」：付加価値額÷従業員数
「営業利益」：売上総利益（売上高－売上原価）－販売費及び一般管理費
＜付加価値額等の算出方法＞
人数、人件費に短時間労働者、派遣労働者に対する費用を参入しましたか。（はい・いいえ）減価償却費にリース費用を参入しましたか。（はい・いいえ）
従業員数について就業時間による調整を行いましたか。（はい・いいえ）
（注）計画期間に合わせて記入すること。
認定を受けようとする中小企業者、農林漁業者毎に作成し、３者以上の連携の場合には、欄を繰り返し設けて記載すること。
２年後・３年後の実績のない企業については、当初の欄のみ記入し、実績の欄には斜線を引くこと。
（別表５） 資金計画
１．中小企業者の農商工連携新商品等開発推進事業に係る資金計画（名称：       ）
（単位 千円） 
	
	１年後(   年   月期)
	２年後(   年   月期)
	３年後(   年   月期)

	
	当初
	実績
	当初
	実績
	当初
	実績

	①設備投資額
	
	
	
	
	
	

	②運転資金額
	
	
	
	
	
	

	③資金調達額合計（①＋②）
	
	
	
	
	
	

	
	補助金・委託費等
	
	
	
	
	
	

	
	金融機関借入
	
	
	
	
	
	

	
	うち、政府系金融機関
	
	
	
	
	
	

	
	自己資金
	
	
	
	
	
	

	
	その他
（         ）
	
	
	
	
	
	


２．農林漁業者の農商工連携新商品等開発推進事業に係る資金計画（名称：       ）
（単位 千円） 
	
	１年後(   年   月期)
	２年後(   年   月期)
	３年後(   年   月期)

	
	当初
	実績
	当初
	実績
	当初
	実績

	①設備投資額
	
	
	
	
	
	

	②運転資金額
	
	
	
	
	
	

	③資金調達額合計（①＋②）
	
	
	
	
	
	

	
	補助金・委託費等
	
	
	
	
	
	

	
	金融機関借入
	
	
	
	
	
	

	
	うち、政府系金融機関
	
	
	
	
	
	

	
	自己資金
	
	
	
	
	
	

	
	その他
（         ）
	
	
	
	
	
	


（注）計画期間に合わせて記入すること。

認定を受けようとする中小企業者、農林漁業者毎に作成し、３者以上の連携の場合には、欄を繰り返し設けて記載すること。
補助金・委託費等及び金融機関借入については、計画申請時点における予定を記載すること。
農業改良資金等の改良資金・改善資金、小規模企業者等設備導入資金を利用する計画の場合には、「その他」の欄に記載すること。
２年後・３年後の実績のない企業については、当初の欄のみ記入し、実績の欄には斜線を引くこと。
（別表１）
農商工等連携新商品等開発推進事業の目標
	事業名

	

	代表者

	
	①名称、　②住所、　　③代表者名、④連絡先（電話番号、FAX番号、担当者名）、
⑤資本金、⑥従業員数、⑦業種、　　⑧決算月

	
	

	共同申請者

	
	①名称、　②住所、　　③代表者名、④連絡先（電話番号、FAX番号、担当者名）、
⑤資本金、⑥従業員数、⑦業種、　　⑧決算月

	１
	

	連携参加者

	
	①名称、　②住所、　　③代表者名、④連絡先（電話番号、FAX番号、担当者名）、
⑤資本金、⑥従業員数、⑦業種、　　⑧決算月

	１
	

	２
	

	農商工連携新商品等開発推進事業の目標

	（１）開発、生産（提供）又は需要の開拓を行う新商品又は新役務の内容
（２）中小企業者の経営の向上及び農林漁業者の農林漁業経営の改善の目標
中小企業者
(名称：　　　　　  )
項目
現状(  年  月期)
目標(  年  月期)
a) 事業者全体の付加価値額
b) 従業員一人当たり付加価値額
総売上高
農商工連携新商品等開発推進事業に係る新商品又は新役務の売上高
営業利益
農林漁業者
(名称：　　　　    )
項目
現状(  年  月期)
目標(  年  月期)
(a) 事業者全体の付加価値額
(b) 従業員一人当たり付加価値額
農商工連携新商品等開発推進事業に係る農林水産物の売上高
営業利益
（注）項目の欄には、申請者ごとに、上段には(a)事業者全体の付加価値額又は(b)従業員一人当たり付加価値額を選択した上でその額を、中段には①中小企業者にあっては総売上高及び農商工連携新商品等開発推進事業に係る新商品又は新役務の売上高、②農林漁業者にあっては農商工連携新商品等開発推進事業に係る農林水産物の売上高を、下段には営業利益を記載すること（それぞれ、現状と目標を記載すること。）。




（別表２）
農商工連携新商品等開発推進事業の内容及び実施期間
	農商工連携支援事業の内容及び実施期間

	（１）計画実施期間（平成 年 月 日～平成年 月 日）
（２）経営資源の内容
  （注）下表に事業者毎に記載すること。
（３）農商工連携新商品等開発推進事業の内容
（４）市場ニーズ・市場規模、競合する類似商品・役務との相違点等
（５）農商工連携新商品等開発推進事業を共同で実施する事業者間の規約等の整備状況
（６）地方公共団体、公設試験場等の推薦等がある場合は別途資料を添付すること。

	申請者

	
	名称
	農商工連携新商品等開発推進事業のために提供する経営資源
（設備、技術、知識、技能等）

	１
	
	

	２
	
	

	連携参加者

	
	名称
	農商工連携新商品等開発推進事業のために提供する経営資源
（設備、技術、知識、技能等）

	１
	
	

	２
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